














This paper attempts to perform empirical analysis of the income distribution by age groups
of different economic areas in Kagoshima. The author estimates a joint density function of
family income and the age of household head for each area with GMM. And then, we derive
income distributions by the age groups from the joint distribution. The result shows that, in
almost all areas, householders over 60 years old have less income and are subjected to larger
income inequality than the younger ones. This study also shows that the further an area is































(1979), Fukushige and Hatanaka (1991), Diaconis and Sturmfels (1998),竹村・青木 (2006)などある。
しかし，Haitovsky (1973)では二つの階層別データについて強い正の相関を仮定しており，Farebrother



















i ) (i = 1, . . . ,m), 相対度数 R
X
i (i = 1, . . . ,m), 階層平均 X¯i (i = 1, . . . ,m), および平均年




j ) (j =
1, . . . , n), 相対度数 RYj (j = 1, . . . , n), および平均所得 X˜j (j = 1, . . . , n)が与えられているとする。
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(y− ψi)dP(y|x ∈ IXi ) (4)




1 x ∈ IXi
0 otherwise
である*2 。





























1 y ∈ IYj
0 otherwise
である。
式 (2)については，以下の通り変形することができる。いま，確率測度 Pi1(x, y)を
Pi1((x, y) ∈ (A× B)) =
P((x, y) ∈ ((A ∩ IXi )× B))
P(x ∈ IXi )
と置く。この式から，確率測度 Pi1(x, y) は確率測度 P(x, y) に対して絶対連続である。したがって，
Radon-Nikodymの定理により















1(x, y) = 1i(x)/P(x ∈ IXi )である。式 (8)か
ら，P(x, y)に関して積分可能な任意の関数 g(x, y)について，
∫
A×B





P(x ∈ IXi )
dP(x, y) (9)
となる。ここで，g(x, y) = x− µi, A = IXi , B = [0,∞)とすれば，∫
IXi ×[0,∞)
(x− µi)dPi1(x, y) =
∫
IXi ×[0,∞)





(x− µi) 1i(x)P(x ∈ IXi )
dP(x, y)
となる。一方，P(x|x ∈ IXi ) = Pi1(x, y ∈ [0,∞))であるから∫
IXi ×[0,∞)
(x− µi)dPi1(x, y) =
∫
IXi
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Xm×[0,∞) xdP(x, y)/P(x ∈ IXm )
X˜1 −
∫




[0,∞)×Yn xdP(x, y)/P(y ∈ IYn )
Y˜1 −
∫












k,l = E [{1k(x)− pk}{1l(x)− pl}] (k, l = 1, . . . ,m)
=
{







{1k(x)− pk} (x− ϕl)1l(y)P(y ∈ IYl )
]
(k = 1, . . . ,m; l = 1, . . . , n)
=
1
P(y ∈ IYl )
∫
IXk ×IYl





{1k(x)− pk} (y− ψl)1l(x)P(x ∈ IXl )
]







P(y ∈ IYk )
(x− ϕl)1l(y)
P(y ∈ IYl )
]




{P(y ∈ IYk )}2
∫
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P(y ∈ IYk )
(y− ψl)1l(x)
P(x ∈ IXl )
]
(k = 1, . . . , n; l = 1, . . . ,m)
=
1
P(x ∈ IXl )P(y ∈ IYk )
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P(x ∈ IXk )
(y− ψl)1l(x)
P(x ∈ IXl )
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{P(x ∈ IXk )}2
∫
IXk ×[0,∞)
(y− ψk)2dP(x, y) k = l
0 otherwise
(18)
{1k(x)− pk}と {(x− µl)1l(x)/P(x ∈ IXl )}の共分散 σ
pµ








(x− µl) 1l(x)P(x ∈ IXl )
}
dP(x, y)



















(x− µk)dP(x|x ∈ IXk ) = 0, (19)



















(x− µl)dP(x|x ∈ IXl ) = 0, (20)
であるから，σpµk,l = 0となる。{(x− µk)1k(x)/P(x ∈ IXk )} と {(x− µl)1l(x)/P(x ∈ IXl )} の共分散
σ
µ
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{P(x ∈ IXk )}2
∫
IXk
(x− µk)2dP(x) k = l
0 otherwise
(21)
となる。{(x− µk)1k(x)/P(x ∈ IXk )}と {(x− ϕl)1l(y)/P(y ∈ IYl )}の共分散 σ
µϕ
k,l (k = 1, . . . ,m; l =
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∫
IXk ×IYl
(x− µk)(x− ϕl)dP(x, y) (22)
と展開される。また，{(x− µk)1k(x)/P(x ∈ IXk )}と {(y−ψl)1l(x)/P(x ∈ IXl )}の共分散 σ
µψ
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いま，同時分布の形状がパラメータ θによって決まると仮定し，その同時分布を P(x, y; θ) と表すこ
とにしよう。このとき，標本対応と共分散行列について，それらの値もまたパラメータ θによって決ま
ることになる。そこで，標本対応と共分散行列が同時分布のパラメータ θの関数であることを明示する
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布を Fx(x), 年齢の周辺確率分布を Fy(y)とすると，それらの同時確率分布 Fx,y(x, y)は






そこで，60 歳を境界として所得分布とコピュラのパラメータが異なるよう同時分布 Fx,y(x, y) を構
築する。所得分布は，60歳以下の世代と 60歳より上の世代とでその形状が異なると仮定し，それらの
周辺分布関数をそれぞれ Fx(x;λ1), Fx(x;λ2) と置く。一方，年齢分布に関しては，単一の周辺分布関
数 Fy(y) を仮定する。コピュラについては，所得分布と同様，60 歳を境界としてその上下の世代でパ
*3 コピュラが満たすべき条件などについては，Joe (1997), Nelsen (2006), または Jondeau et al. (2007) を参照せよ。
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ラメータが異なるとして，60歳以下世帯のコピュラを C1(Fx(x;λ1), Fy(y); ρ1), 60歳より上の世帯のコ
ピュラを C2(Fx(x;λ2), Fy(y); ρ2) とする。
以上より，60歳以下世帯の同時分布は
F1(x, y|y ≤ 60) =
{
C1(Fx(x;λ1), Fy(y); ρ1)/C1(1, Fy(60); ρ1) y ≤ 60
0 y > 60
(28)
と，60歳より上の世帯の同時分布は
F2(x, y|y > 60) =
{
0 y ≤ 60
C2(Fx(x;λ2), Fy(y); ρ2)/(1− C2(1, Fy(60); ρ2)) y > 60
(29)
となるため，全体の同時分布は
Fx,y(x, y) = P(y ≤ 60)F1(x, y|y ≤ 60) + P(y > 60)F2(x, y|y > 60) (30)
と表すことができる。




fx(x;λ) = fx(x; (a, b, p, q)′)
=
axap−1
bapB(p, q) {1+ (x/b)a}p+q (31)
とする。ただし，a > 0, b > 0, p > 0, q > 0である。
年齢分布は，カーネル関数を正規カーネルとするノンパラメトリック推定を行う*5。第 j 年齢階層の























*4 第 2種の一般化ベータ分布については，McDonald (1984)およびMcDonald and Xu (1995)を参照。
*5 ノンパラメトリック法による密度関数の推定については，竹澤 (2007)が詳しい。
*6 正規コピュラについては，例えば Trivedi and Zimmer (2005)を参照。
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が明らかであることが望ましい。正規コピュラの場合，その同時密度関数 f (x, y; ρ)は
f (x, y; ρ) = c(x, y; ρ) fx(x) fy(y) (33)















以上より，同時分布 Fx,y(x, y; θ)について，その密度関数 fx,y(x, y; θ)を
fx,y(x, y; θ) = P(y ≤ 60) f1(x, y|y ≤ 60; θ) + P(y > 60) f2(x, y|y > 60; θ)
f1(x, y|y ≤ 60; θ) =
c(x, y; ρ1) fx(x|λ1) fy(y)∫ 60
0
∫ ∞
0 {c(x, y; ρ1) fx(x|λ1) fy(y)}dxdy
f2(x, y|y > 60; θ) =
c(x, y; ρ2) fx(x|λ2) fy(y)∫ ∞
60
∫ ∞
0 {c(x, y; ρ2) fx(x|λ2) fy(y)}dxdy
と置くことができる。ただし，
θ = (λ1,λ2, ρ1, ρ2)
′
= ((a1, b1, p1, q1), (a2, b2, p2, q2), (ρ1), (ρ2))′
である。
今回の分析で，年齢分布 Fy(y)はノンパラメトリック推定により求めているため，パラメータ θの推
定において Fy(y) は所与とみなせる。したがって，推定の過程で P(y ≤ 60) と P(y > 60) は常に一定
であり，また，コピュラの性質より












となることから，今回の分析における同時密度関数 fx,y(x, y; θ)を
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が明らかであることが望ましい。正規コピュラの場合，その同時密度関数 f (x, y; ρ)は
f (x, y; ρ) = c(x, y; ρ) fx(x) fy(y) (33)
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′
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である。
今回の分析で，年齢分布 Fy(y)はノンパラメトリック推定により求めているため，パラメータ θの推
定において Fy(y) は所与とみなせる。したがって，推定の過程で P(y ≤ 60) と P(y > 60) は常に一定
であり，また，コピュラの性質より
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2 に示している。また，表 3 は各経済圏の所得の階層別データ，表 4 は各経済圏の年齢の階層別データ
である。表 3と表 4 の両方で，最上位階層の上限が設定されていない。しかし，GMM推定における数
値計算の際，最上位所得階層の上限および最上位年齢階層の上限が必要である。そこで，以下の数値計
算では，表 3 の最上位所得階層の上限を 3000, 表 4 の最上位年齢階層の上限を 100とする。
前節までの議論から，GMMによるパラメータ θの推定が可能となる。そこで，数値最適化の方法を
用いて，式 (25) の目的関数の値を最小にするパラメータ θを求めよう。ただし，推定に際して，年齢分
布の形状を事前に決定する必要がある。先述の通り，ノンパラメトリック推定のバンド幅を目算により









を λ1 および λ2 の初期値とする*7。また，(ρ1, ρ2) の初期値を (0.3,−0.3) とする。数値最適化の過程
で，同時密度関数の二重積分を計算しなければならない。今回の分析では，二重積分の数値計算方法と
してシンプソン法による数値積分を用いる。


















表 3: 平成 21年全国消費実態調査における鹿児島県各経済圏の世帯年間収入階層別データ（抽出率調整済み）
経済圏 A 経済圏 B 経済圏 C
下限 上限 度数 平均所得 平均年齢 度数 平均所得 平均年齢 度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （1万分比） （万円） （歳） （1万分比） （万円） （歳） （1万分比） （万円） （歳）
0 200 590 137.8 62.8 664 170.5 67.3 614 110.7 54.4
200 300 1595 256.4 57.2 1283 248.4 58.6 1789 257.2 59.1
300 400 1840 349.8 57.3 1983 359.2 54.5 1995 342 62.9
400 500 1840 450.7 55.8 2249 446.9 54.4 1347 430.5 57.3
500 600 1162 550.9 52.7 1584 547.1 59.7 1266 534.1 55.3
600 800 1659 682.1 51.9 1473 684.5 49.2 1866 653.9 52.8
800 1000 715 879 53 469 913.9 56.6 603 898 56.4
1000 1250 368 1165.8 52.1 260 1107.3 55.3
1250 1500 110 1372.9 59
1500 3000 121 2141.6 60.6
経済圏 D 経済圏 E
下限 上限 度数 平均所得 平均年齢 度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （1万分比） （万円） （歳） （1万分比） （万円） （歳）
0 200 893 129 63.9 1425 145.1 61.3
200 300 1211 240.2 66.8 1589 245.2 60.5
300 400 1737 354.9 61.5 1630 342.3 52.9
400 500 1366 436 56.1 1919 453.7 58
500 600 1316 549.1 47 488 560.7 54.3
600 800 1837 690 52.2 1013 699.7 50.9
800 1000 728 826.3 52.2 1105 883.8 51.9
1000 1250 519 1122.9 51.9 425 1080.5 54
1250 1500 257 1388.6 56.4 407 1298 53.5




































表 3: 平成 21年全国消費実態調査における鹿児島県各経済圏の世帯年間収入階層別データ（抽出率調整済み）
経済圏 A 経済圏 B 経済圏 C
下限 上限 度数 平均所得 平均年齢 度数 平均所得 平均年齢 度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （1万分比） （万円） （歳） （1万分比） （万円） （歳） （1万分比） （万円） （歳）
0 200 590 137.8 62.8 664 170.5 67.3 614 110.7 54.4
200 300 1595 256.4 57.2 1283 248.4 58.6 1789 257.2 59.1
300 400 1840 349.8 57.3 1983 359.2 54.5 1995 342 62.9
400 500 1840 450.7 55.8 2249 446.9 54.4 1347 430.5 57.3
500 600 1162 550.9 52.7 1584 547.1 59.7 1266 534.1 55.3
600 800 1659 682.1 51.9 1473 684.5 49.2 1866 653.9 52.8
800 1000 715 879 53 469 913.9 56.6 603 898 56.4
1000 1250 368 1165.8 52.1 260 1107.3 55.3
1250 1500 110 1372.9 59
1500 3000 121 2141.6 60.6
経済圏 D 経済圏 E
下限 上限 度数 平均所得 平均年齢 度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （1万分比） （万円） （歳） （1万分比） （万円） （歳）
0 200 893 129 63.9 1425 145.1 61.3
200 300 1211 240.2 66.8 1589 245.2 60.5
300 400 1737 354.9 61.5 1630 342.3 52.9
400 500 1366 436 56.1 1919 453.7 58
500 600 1316 549.1 47 488 560.7 54.3
600 800 1837 690 52.2 1013 699.7 50.9
800 1000 728 826.3 52.2 1105 883.8 51.9
1000 1250 519 1122.9 51.9 425 1080.5 54
1250 1500 257 1388.6 56.4 407 1298 53.5
1500 135 2330.6 50.5
（出典：総務省「平成 21年全国消費実態調査」）
表 4: 平成 21年全国消費実態調査における鹿児島県各経済圏の世帯主年齢階層別データ（抽出率調整済み）
経済圏 A 経済圏 B 経済圏 C 経済圏 D 経済圏 E
下限 上限 度数 平均所得 度数 平均所得 度数 平均所得 度数 平均所得 度数 平均所得
（歳） （歳） （1万分比） （万円） （1万分比） （万円） （1万分比） （万円） （1万分比） （万円） （1万分比） （万円）
25 30 355 413.8 286 522.9 272 415.4
30 35 604 487.6 838 456 448 437 512 528.6 504 378.8
35 40 1146 509.8 554 465.3 888 390.2 467 672.9 514 646.8
40 45 630 667.3 748 433.9 1265 477.3 951 616.1 699 605.2
45 50 803 548.3 470 515.1 254 455.4 956 581.5 740 589.1
50 55 808 560.9 801 601.1 1127 605.8 1168 746.5 1696 599.3
55 60 1253 679.7 1430 688 1779 688.8 1540 654.9 1484 627.1
60 65 1113 562.8 1954 396.9 787 441.6 1089 542.4 1107 438.2
65 70 999 435.8 1000 538 1248 434.3 1154 497.2 1534 445
70 75 1136 445.3 1041 322.2 576 304.4 786 252.4 371 243.9























































































































































































































































































経済圏 A a b p q ρ 平均 標準偏差 Theil指数
60歳以下 0.89666 739.397 9.03293 11.2799 0.399959 557.19 282.88 0.115541
(1.13273) (932.594) (20.4591) (31.9432) (4.8161E-2)
60歳より上 0.797125 715.829 7.92093 11.1251 -0.337592 449.229 276.844 0.162999
(2.30565) (2311.59) (39.1455) (71.1643) (5.14089E-2)
経済圏 B a b p q ρ 平均 標準偏差 Theil指数
60歳以下 0.245199 4827.12 99.6829 160.383 0.613689 604.631 282.99 0.100658
(0.926909) (51482.2) (859.294) (982.391) (6.23419E-2)
60歳より上 0.229543 4652.09 114.886 199.993 -0.169263 435.309 233.525 0.12708
(1.87405) (172006) (1782.04) (3580.46) (0.128726)
経済圏 C a b p q ρ 平均 標準偏差 Theil指数
60歳以下 2.31463 47605.1 0.799073 10688.3 0.578494 530.3 284.804 0.148529
(1.29976) (1.244E+6) (0.697171) (645126) (3.69881E-2)
60歳より上 1.45561 42912.6 2.26146 1733.08 -0.197118 394.237 186.388 0.110368
(0.530248) (2.96725E+6) (1.27004) (172471) (0.120205)
経済圏 D a b p q ρ 平均 標準偏差 Theil指数
60歳以下 2.14276 1093.88 1.37768 4.05087 0.279008 601.386 303.954 0.121515
(1.16413) (612.368) (1.23107) (6.04748) (9.45482E-2)
60歳より上 0.823788 1261.27 4.62467 10.2813 -0.445161 413.663 290.84 0.209379
(2.07209) (7924.78) (18.0264) (70.6285) (7.8455E-2)
経済圏 E a b p q ρ 平均 標準偏差 Theil指数
60歳以下 0.793921 52270.3 4.50875 143.405 0.331186 605.844 367.461 0.1691
(0.402899) (421137) (4.51282) (838.275) (0.101001)
60歳より上 0.0962131 50474.2 327.651 515.79 -0.51757 396.55 289.561 0.21695
(0.191345) (825640) (1501.74) (1968.24) (7.59124E-2)
表 5 は，表 3と表 4 のデータに基づいて，同時密度関数の式 (34) のパラメータ θを GMMにより推
定した結果である。また，表 6および 7 は，推定された同時分布に基づいて計算した階層別データであ
り，図 2と図 3 は，推定結果に基づく，各経済圏における所得分布・コピュラ密度を示している。
表 5 および図 2 から分かるように，いずれの経済圏も，60歳以下世帯の所得分布と 60歳より上の世
帯を比較したとき，後者の方が平均所得・標準偏差がともに小さい。60歳より上の世帯は，収入の源泉
が年金などの社会保障給付に限られることが多く，60歳以下世帯と比較して年間収入が世帯間で均一化
していることを示している。Theil指数については，経済圏 Cを除いて 60歳以下世帯よりも 60歳より
上の世帯でその値が高い。したがって，所得の不平等度は高齢層の方が高いと言える。また，表 5 から，
60 歳以下世帯および 60 歳より上の世帯のそれぞれにおける地域内・地域間所得格差が明らかとなる。























経済圏 A 経済圏 B 経済圏 C
下限 上限 相対度数 平均所得 平均年齢 相対度数 平均所得 平均年齢 相対度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （万円） （歳） （万円） （歳） （万円） （歳）
0 200 0.0748904 160.353 67.5644 0.0528997 171.179 68.9191 0.124686 140.743 57.8234
200 300 0.148378 262.505 60.9311 0.137101 265.573 63.1763 0.153955 255.752 61.3525
300 400 0.177364 361.59 57.7952 0.174776 364.444 59.8103 0.166404 361.183 62.3826
400 500 0.161447 459.946 56.072 0.164575 464.291 57.8332 0.150746 460.392 60.9386
500 600 0.127209 557.249 55.1119 0.132701 565.221 56.8819 0.121846 554.76 58.5894
600 800 0.156115 695.899 54.6787 0.16497 715.598 56.9916 0.150367 710.976 57.4703
800 1000 0.0721489 891.152 54.6083 0.0759109 929.335 57.5809 0.0687549 917.453 55.4397
1000 1250 0.0366644 1109.17 55.1177 0.0390666 1112.09 55.7512 0.0289954 1161.88 55.9942
1250 1500 0.0135971 1350.89 55.3873 0.013435 1362.24 56.157 0.00668604 1340.91 53.295
1500 3000 0.00902825 1783.61 56.5429 0.00717699 1801.65 58.2109 0.00104087 1642.51 55.2779
経済圏 D 経済圏 E
下限 上限 相対度数 平均所得 平均年齢 相対度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （万円） （歳） （万円） （歳）
0 200 0.119444 143.697 68.8058 0.115476 185.184 84.7933
200 300 0.136497 257.125 62.7476 0.147136 274.107 66.5698
300 400 0.144451 358.831 59.1188 0.131894 397.958 66.2151
400 500 0.134462 463.416 56.8956 0.114783 493.098 61.7882
500 600 0.116655 560.781 54.8488 0.0900887 614.061 61.5747
600 800 0.164524 704.049 53.7329 0.132679 720.905 56.3021
800 1000 0.0869405 902.1 53.3668 0.0730831 959.38 57.5148
1000 1250 0.0467985 1115.21 53.5706 0.0476064 1174.87 56.4248
1250 1500 0.0169842 1359.96 54.2439 0.0220809 1422.68 55.975




































経済圏 A 経済圏 B 経済圏 C
下限 上限 相対度数 平均所得 平均年齢 相対度数 平均所得 平均年齢 相対度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （万円） （歳） （万円） （歳） （万円） （歳）
0 200 0.0748904 160.353 67.5644 0.0528997 171.179 68.9191 0.124686 140.743 57.8234
200 300 0.148378 262.505 60.9311 0.137101 265.573 63.1763 0.153955 255.752 61.3525
300 400 0.177364 361.59 57.7952 0.174776 364.444 59.8103 0.166404 361.183 62.3826
400 500 0.161447 459.946 56.072 0.164575 464.291 57.8332 0.150746 460.392 60.9386
500 600 0.127209 557.249 55.1119 0.132701 565.221 56.8819 0.121846 554.76 58.5894
600 800 0.156115 695.899 54.6787 0.16497 715.598 56.9916 0.150367 710.976 57.4703
800 1000 0.0721489 891.152 54.6083 0.0759109 929.335 57.5809 0.0687549 917.453 55.4397
1000 1250 0.0366644 1109.17 55.1177 0.0390666 1112.09 55.7512 0.0289954 1161.88 55.9942
1250 1500 0.0135971 1350.89 55.3873 0.013435 1362.24 56.157 0.00668604 1340.91 53.295
1500 3000 0.00902825 1783.61 56.5429 0.00717699 1801.65 58.2109 0.00104087 1642.51 55.2779
経済圏 D 経済圏 E
下限 上限 相対度数 平均所得 平均年齢 相対度数 平均所得 平均年齢
（万円） （万円） （万円） （歳） （万円） （歳）
0 200 0.119444 143.697 68.8058 0.115476 185.184 84.7933
200 300 0.136497 257.125 62.7476 0.147136 274.107 66.5698
300 400 0.144451 358.831 59.1188 0.131894 397.958 66.2151
400 500 0.134462 463.416 56.8956 0.114783 493.098 61.7882
500 600 0.116655 560.781 54.8488 0.0900887 614.061 61.5747
600 800 0.164524 704.049 53.7329 0.132679 720.905 56.3021
800 1000 0.0869405 902.1 53.3668 0.0730831 959.38 57.5148
1000 1250 0.0467985 1115.21 53.5706 0.0476064 1174.87 56.4248
1250 1500 0.0169842 1359.96 54.2439 0.0220809 1422.68 55.975
1500 3000 0.0102839 1776.06 55.9848 0.0188144 1827.18 54.8784
表 7: 推定した同時分布に基づく鹿児島県各経済圏の世帯主年齢階層別データ
経済圏 A 経済圏 B 経済圏 C 経済圏 D 経済圏 E
下限 上限 相対度数 平均所得 相対度数 平均所得 相対度数 平均所得 相対度数 平均所得 相対度数 平均所得
（歳） （歳） （万円） （万円） （万円） （万円） （万円）
25 30 0.0366937 445.844 0.0318239 462.699 0.0194894 309.188 0.0263162 506.151 0.0169455 472.589
30 35 0.0615576 484.332 0.0505169 512.987 0.0451563 381.958 0.04355 534.26 0.0351687 512.313
35 40 0.0776974 519.471 0.0599925 557.406 0.0709702 450.271 0.0617573 559.764 0.0536829 547.815
40 45 0.0813239 550.325 0.0632715 596.2 0.0826205 509.444 0.0814256 584.136 0.0736481 580.641
45 50 0.0839247 578.093 0.0718021 633.112 0.0882898 560.142 0.100403 608.489 0.100962 613.986
50 55 0.0936733 606.029 0.0955479 675.398 0.104907 609.18 0.116441 633.591 0.128241 650
55 60 0.104868 637.104 0.126622 730.468 0.118993 661.683 0.123754 659.884 0.138731 688.467
60 65 0.108034 503.411 0.136839 458.622 0.11258 419.126 0.117031 488.707 0.114515 544.497
65 70 0.102034 475.68 0.118936 446.009 0.0956303 410.504 0.100292 447.087 0.0882166 515.246
70 75 0.0890051 447.154 0.0892858 433.5 0.0808209 401.882 0.0805002 408.024 0.0607098 484.546
75 100 0.138031 392.618 0.117977 410.905 0.154023 381.651 0.12557 337.917 0.0828227 421.631
― 18 ―
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図 2: 各経済圏における所得分布の推定結果（実線は 60歳以下世帯，破線は 60歳より上の世帯）
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鹿児島県の各経済圏を対象とする年齢層別の所得分布に関する定量分析
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図 2: 各経済圏における所得分布の推定結果（実線は 60歳以下世帯，破線は 60歳より上の世帯）
(a) 経済圏 A (b) 経済圏 B





表 8: 世帯主年齢が 40歳以下の世帯における各種代表値の推定結果
平均値 標準偏差 Theil指数 年収 200万円以下 年収 300万円以下
（万円） （万円） 世帯割合（%） 世帯割合（%）
経済圏 A 482.747 241.780 0.112809 7.49471 22.3131
経済圏 B 475.270 237.904 0.112723 5.34468 18.9108
経済圏 C 384.228 237.116 0.189833 12.4747 27.8621
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経済圏 E 495.502 312.545 0.180831 11.7281 26.9184
一方，60歳以下世帯では，都市部から遠い地域ほど地域内所得格差が大きく平均所得が高くなる傾向が
みられる。ただし，60歳より上の世帯と比較して，60歳以下世帯の地域差はそれほど明確ではない。
表 5 から，所得分布のパラメータについて漸近標準偏差が著しく大きいことが分かる。これは，第 2
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図 4 は，推定した同時分布より導出した，各経済圏の 40歳以下世帯の所得分布である。また，表 8 は，
その各種代表値である。
表 8 より，40歳以下世帯を対象とする場合，地域内所得格差および低所得層の割合は地方ほど高い傾
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